第１号様式
令和　　年　　月　　日

草加市原油・原材料等価格高騰対策緊急支援金給付申請書
兼誓約書並びに請求書

草加商工会議所　
会頭　野崎　友義　様
申請者　　所　在　地　
事業者名　
代　表　者　　　　　　　　　　　　㊞

次のとおり、草加市原油・原材料等価格高騰対策緊急支援金の給付を申請・請求します。

１　申請事業者の情報

【個人事業主】
	自宅住所
	〒    -     　


	フリガナ
	

	氏　　名
	

	生年月日
	（西暦）　　　　　　年　　　　月　　　　日

	電話番号
	
	業種・業態
	

	メールアドレス
	　　　　　　　　　　＠



【法　　　人】
	所在地
	〒    -     　


	法人名
	

	
	フリガナ

	代表者
	（職名）　　　　　　　　　（氏名）

	電話番号
	
	業種・業態
	

	法人番号（13桁）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	メールアドレス
	　　　　　　　　　　＠


[bookmark: _GoBack]
※草加商工会議所の　　　□ 会員である　　□ 会員ではない

２　申請要件の確認

１）直近の売上と原価の状況
	直近の状況
※１
	令和４年
　　月
	令和４年
　　月
	令和４年
　　月
	計

	
	売上高
	円
	円
	円
	円

	
	原価等
（　　　　　　）
Ⓐ
	円
	円
	円
	円

	
	原価率
Ⓑ
	％
	％
	％
	％

	コロナ禍以前の状況
※２
	令和　　年
　　月
	令和　　年
　　月
	令和　　年
　　月
	計

	
	売上高
	円
	円
	円
	円

	
	原価等
（　　　　　　）
Ⓒ
	円
	円
	円
	円

	
	原価率
Ⓓ
	％
	％
	％
	％

	直近－過去
【差】
	令和４年と
平成・令和　　年
　　月の差
	令和４年と
平成・令和　　年
　　月の差
	令和４年と
平成・令和　　年
　　月の差
	計

	
	原価等増加額
（Ⓐ－Ⓒ）
	円
	円
	円
	円

	
	原価率
増加ポイント数
（Ⓑ－Ⓓ）
	％
	％
	％
	％


※１　令和４年１月以降のいずれかの月
※２　平成31年１月～令和３年12月までのいずれかの月


３　申請・請求内容
１）輸送用燃料費、２）原材料費・燃料費・水道光熱費（以下、「生産コスト」と言う。）のいずれかの申請区分にチェックし、必要事項を記入。

□　１）輸送用燃料費【主に、運輸業を想定】
（対象：令和４年１月から同年９月までの任意の３か月の業務上使用する車両のガソリン・軽油等の消費量が、合計３，３３３リットルを超える事業者）
	
	令和４年
　　月
	令和４年
　　月
	令和４年
　　月
	計

	直近の
輸送用燃料
購入量
	　　　　　　ℓ
	　　　　　ℓ
	　　　　　　ℓ
	Ⓐ

　　　　　　ℓ

	Ⓐが3,333 ℓ 超に該当する場合にチェック　　　　□　　

	申請・請求額合計（Ⓐ×30円）
	円


※１　令和４年１月から令和４年９月までのいずれかの月


□　２）原材料費・燃料費・水道光熱費【主に、運輸業以外の業種を想定】
（対象：令和４年１月から同年９月までの任意の３か月の生産コスト（具体的には、原材料費、梱包・包装費、電気料金、ガス料金、水道料金、燃料費等）の合計が、前年同期間又は平成31年１月以降でコロナ禍における原油・原材料等の価格高騰の影響が顕著でない時期における任意の３か月の同月と比較し、20％以上増加している事業者）

	
	令和４年
　　月
	令和４年
　　月
	令和４年
　　月
	計

	直近の
生産コスト
	円
	円
	円
	Ⓑ

円

	
	平成・令和　　年
　　月
	平成・令和　　年
　　月
	平成・令和　　年
　　月
	計

	コロナ禍以前の
生産コスト
	円
	円
	円
	Ⓒ

円

	(Ⓑ-Ⓒ)/Ⓒが20％以上に該当する場合にチェック　　　□　　

	申請・請求額合計（Ⓑ-Ⓒ）
	円




４　支払口座の指定

	金融機関名
	　　　　　　　　　　　　　（ 銀行 ・ 信金 ・ 信組 ・ 農協 ）

	支店名
	支店　・　本店

	預金種別
	普通　・　当座
	口座番号
	
	
	
	
	
	
	

	口座名義
	【カタカナ】
	通帳のコピーを添付しました
	チェック欄





５　誓約
私は、草加市原油・原材料等価格高騰対策緊急支援金（以下、「緊急支援金という。」）の給付を申請するに当たり、以下の内容について、相違ないことを誓約します。


＜誓約事項＞
・草加市内に本社または主たる事業所等を有する事業者であり、市税等（市民税、固定資産税・都市計画税及び国民健康保険税）の滞納はありません。
・緊急支援金と支給要件を満たしており、事業の継続・立て直しやそのための取組を継続的に実施します。
・緊急支援金と同様の目的を有する草加市の他の補助事業の対象ではありません。
・草加商工会議所又は草加市から検査・報告・是正等の求めがあった場合は、これに応じます。
・提出した書類を含む申請した情報を７年間保存するとともに、行政機関等から求めがあった場合、提供することに同意します。
・草加商工会議所又は草加市が実施する関係書類等の提出指導、事情聴取及び立入検査等の調査に応じます。
・緊急支援金の支給を申請するに当たって誓約した内容に偽りはなく、また、この申請書や添付書類に記載した内容は事実と相違ありません。なお、申請内容に虚偽があった場合は、緊急支援金の返還等に応じます。（※不正受給と判断された場合、支援金の全額に、不正受給の日の翌日から返還の日まで、年３％の割合で算定した延滞金を加え、これらの合計額にその２割に相当する額を加えた額を返還請求します。申請者の屋号・雅号・氏名等の公表とともに、事案によっては刑事告発されることがあります。）


	以上の誓約事項について誓約される方はチェック　




